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関東財務局は、財務省の総合出先機関として、また、金融庁から事務委任を受け、関東甲

信越地区の１都９県において、財政や金融に関する業務を行っております。

ここでは、地域の皆様と金融サービスに関する情報を共有し、利用者保護の推進を図るこ

とを目的として、金融サービス利用者等に役立つ情報を分かり易く提供していくこととし

ています。

財務省関東財務局

かんとう きんゆうさーびすいんふぉ

№１９（月１回発行）

トピックス 平成28年からＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）が変わります

投資家のすそ野を拡大し、「家計の安定的な資産形成の支援」及び「経済成長に
必要な成長資金の供給拡大」を図るため、投資に対するインセンティブを与えるこ
とを目的として、平成26年に導入

◆ 毎年100万円までの投資額から得られた収益（売却益・配当等）が５年間非課税
（５年間で最大500万円）
上場株式等や公募株式投資信託が対象（預貯金や債券（公社債等）は対象外）

◆ 日本に住む２０歳以上の人であれば誰でも利用可能

現在のＮＩＳＡ

ＮＩＳＡの利用状況
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ＮＩＳＡ口座開設数及び買付額の推移

平成27年６月末時点でのＮＩＳＡ
口座開設数は約921万口座、買
付額は約５兆円となり、着実に利
用が進んでいる

ＮＩＳＡ口座を通じた買付額の年代別比率
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しかしながら、平成27年６月末時点で
のＮＩＳＡ口座を通じた買付額に占める
60歳以上の割合が、約60％と依然と
して高く、中高年の投資経験者による
利用が大半を占めている

⇒若年層や投資未経験者層への

更なる普及が課題
60歳代以上は

60.7％
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給与からの天引き等によりＮＩＳＡ口座を利用して投資をする職場積立ＮＩＳＡサービスの提供が
各金融機関で始まっており、民間企業での導入が見受けられます。
職場積立ＮＩＳＡは、若年層をはじめとした現役世代における長期的な資産形成に有効な積立投
資の普及につながることが期待されています。

職場積立ＮＩＳＡについて

新しいＮＩＳＡの制度

年間上限100万円まで
⇒ 120万円まで２０万円ＵＰ

子どもの将来に向けた資産運用のための制度
日本に住む０～１９歳の未成年者が口座開設可能
（親権者等が代理で資産運用）

投資上限額は年間８０万円まで（５年間で最大400万円）
非課税期間はＮＩＳＡと同じ、投資をしたときから５年間

12の倍数とすることで、毎月定額
で投資する積立投資に便利な金額

変更点①

変更点②

ジュニアNISAのイメージ（金融庁HPより）


